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令和４年１０月１４日 

厚生労働省 老健局 老人保健課 
 貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 
各都道府県介護保険担当主管部（局） 御 中 

         ← 厚生労働省 老健局 老人保健課 

今回の内容 
 

 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の有効期

間の取扱いについて 

 
 

計 2 枚（本紙を除く） 

連絡先 TEL : 03-5253-1111(内線 394４、３９４５) 

FAX : 03-3595-4010 

 



事 務 連 絡 

令和４年 10 月 14 日 

 

 

各 都道府県介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の有効期間の取扱いについて 

 

 

 介護保険行政の円滑な運営につきましては、日頃から御尽力賜り厚く御礼申 

し上げます。 

 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定（要支援認定を含む。以下同じ。）

の取扱いについては、これまで、「新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定

の臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 18 日付け厚生労働省老健局老人保

健課事務連絡）等によりお示ししてきたところですが、今後、下記のとおり取り

扱うこととしましたので、内容について御了知の上、管内市町村への周知をお願

いいたします。 

なお、「新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の今後の取扱いについて」

（令和４年 10月 13日付け厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）については、

本事務連絡をもって訂正をいたします。 

 

記 

 

「新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて」

（令和２年２月 18 日付け厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）及び「新型

コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（その４）」

（令和２年４月７日付け厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）により、新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図る観点から認定調査が困難な場合

においては、要介護認定の有効期間について、従来の期間に新たに 12 ヶ月ま

での範囲内で市町村が定める期間を合算できる取扱い（以下「臨時的な取扱い」

という。）となっています。 

一方で、認定調査等により現在の被保険者の心身の状況等を勘案して適切に



認定を行うことは重要であり、臨時的な取扱いを複数回適用することで、長期

間にわたって被保険者の心身の状況等を適正に把握・評価することができない

事態が懸念されます。 

また、臨時的な取扱いが終了した直後の１年間は処理すべき更新申請の件数

が増大し、市町村における事務量も集中的に増大することが予想されることか

ら、可能な限り通常の取扱いに基づき更新認定を実施していくことが必要です。 

このため、臨時的な取扱いについては、原則として、有効期間満了日が令和

５年３月 31 日までの被保険者に限り、適用できることとします。令和５年４

月１日以降に有効期間満了日を迎える被保険者については、通常どおり更新認

定を実施していただくようお願いいたします。 

ただし、各市町村の判断により、令和５年４月１日から令和６年３月 31 日

までに有効期間満了日を迎える被保険者について、臨時的な取扱いを適用する

ことは差し支えありません。 

 

以上 

 

（本件担当） 

厚生労働省老健局老人保健課介護認定係 

TEL：03-5253-1111（内線 3944、3945） 

Mail：roukenkanintei@mhlw.go.jp 


